
施策分野 ２　本県の教育の課題に応じた教育のあり方

２－10　安心・安全で質が高い教育環境の整備

現状と課題

平成２９年度の取組状況の評価

○平成２９年度末の県立学校の耐震化率は、全体で92.2％（高等学校90.0％、特別支援学校100％）である。特別支援学
校については、災害弱者が多数在籍することから優先して取り組んだ結果、平成２６年度に耐震化が完了している。高等
学校については、全国的に見ても低い耐震化率であり、平成２５年度から２９年度までを耐震化整備集中期間とし、耐震
化を進めた結果、平成２４年度末に比べ、耐震化率は20%近く上昇した。
○奈良県全体の校務用コンピュータの整備率は、上がってきてはいるが、未だに全国平均を下回っている。
○高等学校、特別支援学校ともに教育用コンピュータの１台当たりの児童生徒数（少ない方がよい）は全国平均よりも少
なくなっているが、奈良県全体では依然として全国平均よりも多くなっている。
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主な取組（平成２７年度～平成２９年度）

平成２９年度

高等学校等耐震化事業 県立学校の耐震化率(%)

86.6 90.1 92.2

上段：取組名　下段：取組内容 平成２８年度平成２７年度

○県立学校の施設の整備・耐震化の推進については、補強工事７校８棟（高等学校）を実施し耐震化を進めており、平成３１年度末の
目標に向けて上昇している。県立高等学校は、単なる補強工事に留まらずコンクリート強度不足のための改築の検討が必要な棟や工
事期間中の教室の代替場所の確保といった課題がある棟など、工法の検討や課題解決のための検討を進める必要がある。
○ICTの整備状況は年々改善しているものの、校務用コンピュータの整備率等は全国の状況からは依然として遅れている。
○県立高等学校普通教室への空調設備は、平成２９年度１校へ設置し、20校（33校中、ただし育友会等設置分を含む）への設置が完
了している。

評価

H25～H29年度を耐震化整備集中期間として県立高等学校施設の耐震化を推進する。また、
県立高等学校の屋内運動場等の非構造部材（つり天井等）の耐震対策を推進する。耐震工事
7校8棟、非構造部材耐震対策工事6校6棟（目標値：県立学校の耐震化率92.2%　(H30.4.1)）

－ －
教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るため、昨年度育成したICT教育推進指導者による研修を
開催する。（目標値：研修の開催回数30回以上）

教育用・校務用コンピュータの整備 上段：教育用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ１台当たりの児童生徒数（人／
台）、下段：教員の校務用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ整備率（％）

教育用コンピュータと校務用コンピュータについて、ハードウェアとソフトウェアの両面から整備
を行う。また、県立学校間でのネットワーク整備も進める。（目標値：教育用・校務用コンピュー
タの整備率の向上（前年度比））※県立学校のみの値

未発表

県立学校普通教室への空調設備設置

64,192

取組の成果と課題

11

教育用・校務用コンピュータの整備率の向上（前年度比）

高等学校等耐震化事業

82,871

防災教育の充実
奈良県一斉地震行動訓練

参加児童生徒数(人)※教職員及び一部私立学校を含む

76,575

上段：取組名　　中段：事業・取組内容　　下段：平成３０年度指標・目標値

○県立学校全体の耐震化率は平成２９年度末で目標の92.2％に達した。平成３１年度末までに95％となる見通しである。県立高等学
校については、単なる補強工事に留まらず改築の検討が必要な棟や工事期間中の教室の代替箇所の確保に問題がある棟などにつ
いて、工法や課題解決の検討を進める必要がある。
○校務用及び教育用コンピュータの各県立学校毎の台数を、整備率が全国平均以上となる目標を達成することを目指して整備を進め
るるとともに、教員のICT活用能力を更に高める必要がある。
○奈良県一斉地震行動訓練の参加児童生徒数は順調に伸びてきている。今後も防災教育による意識の育成を進める必要がある。

県立高校の普通教室の設置数23校／33校

県立高校の普通教室に空調設備の設置を進める。

教育用コンピュータと校務用コンピュータについて、ハードウェアとソフトウェアの両面から整備を行う。また、県立学校間のネットワーク強
靱化も進める。

県立高等学校施設の耐震化を引き続き推進する。
耐震化工事：4校5棟、耐震補強が難しい校舎等への対応

県立学校の耐震化率94.3%（H31.4.1）

教育用・校務用コンピュータの整備

今後の主な取組より (平成３０年度)

新・次世代教育情報化推進事業 研修の開催回数（回）

学校安全計画や危機管理マニュアルに基づく、組織的な安全管理体制の確立と、子どもたち
が自ら危険を回避できる態度や能力を育成するための安全教育を充実させる。（目標値：学校
安全計画策定率100%、危機管理マニュアル作成率100%維持）

100
100

実践的な避難訓練等の実施を通して、児童生徒に危険予測、危機管理能力を身に付けさせる
ための防災教育の推進を図る。（目標値：奈良県一斉地震行動訓練（ナラ・シェイクアウト）参
加児童生徒数の増加65,000人以上）

100
100

100
100

学校安全の充実
上段：学校安全計画策定率(%)

下段：危機管理マニュアル作成率(%)
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